
学校法人天神学園   

           くるみ幼稚園保護者会規約 

 

（名称と事務所） 

第１条 この会は、くるみ幼稚園保護者会と称し、事務所を渡鹿８丁目１番１８号 

    幼保連携型認定こども園くるみ幼稚園内におく。 

 

（目 的） 

第２条 保護者並びに園の職員が、それぞれの教育・保育の責任を分担し、緊密な連携を 

    取りながら園児の健全な育成を図ることを目的とする。 

 

（会 員） 

第３条 この会は、くるみ幼稚園の（満３～５歳児の） 保護者並びに園の職員をもって 

    組織する。 

 

（事業内容） 

第４条 この会は、第２条の目的を達する為に、下記の事業を行う。 

  １ 会員相互の親睦と園児の健全な教育・ 保育を図る為の会合。 

  ２ 園児本人・園の職員及びその一親等までの範囲で弔事があった場合は、 

    会長が認める金額（3,000 円～10,000 円）を支給する。 

  ３ 障害見舞金・火災見舞金の場合は、園児本人・園の職員とし、金額については 

    ２項に準ずる。 



 

（執行部） 

第５条 この会には下記の役員を置き、この会の執行機関として保護者会役員とする。 

    なお、役員数はクラス数により変動するものとする。 

  １ 会 長 １名 

  ２ 副会長 ２～３名 

  ３ 書 記 ２～３名 

  ４ 会 計 ２～３名 

  ５ 監 事 ２名    （園職員１名、執行部以外の保護者から１名選出する） 

  ６ くるみ幼稚園職員（園長・主幹保育教諭 ・行事担当者など） 

 

（執行部 選出） 

第６条 この会における役員の選出は、次のとおりとする。 

  １ 会長は、園から推薦し選出する。 

  ２ 副会長・書記・会計は、各クラスから選出(自薦・他薦)された保護者の中から選出する。 

  ３ 監事は、園職員及び執行部以外の保護者から１名を推薦し、執行部会の同意を 

 得る。 

 

（執行部の任務）  

第７条 この会における執行部の任務は、次のとおりとする。 

  １ 会長は、この会を統括し、代表とする。 

  ２ 副会長は、会長を常に補佐し、会長が不在の際にはその業務を代行する。 



  ３ 書記は、この会の会合・行事の記録、並びに庶務を行う。 

  ４ 会計は、この会の経理事務を行う。 

  ５ 園職員は、保護者との意思の疎通をはかり、園児に最適な教育・保育環境を 

    与えられるよう協力する。 

  ６ 監事は、会計を監査する。 

 

（役員の任期） 

第８条 役員の任期は、４月から翌年の３月までとする。 

    （次期役員の就任日までを含み、再任を妨げない） 

    役員に欠員が出た場合は補充することができ、補充した役員の任期は、前任者の 

    残任期間とする。 

  

（総 会） 

第９条 この会のおける総会は次のとおりとし、執行部により総会における議案の作成及び 

    調整・議決事項の執行、またその他に必要な事項の処理を行う。 

  １ 総会は会員で構成し、最高の決議機関とする。 

  ２ 総会は、会員総世帯数の３分の２以上(委任状を含む)の出席があれば成立し、 

     出席者の過半数の賛成があれば議決できる。 

  ３ 総会は、２回(５月/３月)を定期総会(書面総会含む）として開催し、予算および 

    決算の審議・年間活動計画及び規約の改正、その他重要事項について審議する。 

    なお、議決後の活動に対する日程・内容などの決定は（運営の利便性上） 

    執行部に一任される。 



  ４ 臨時総会は、必要により執行部の議決を経て、会長が招集する。 

  ５ 書面のみにて決議を行う(書面総会）の場合は、総会資料の配付または 

          配信（ルクミーアプリ）をもって会員を出席者とみなす。 

 

（予 算） 

第１０条 この会の収支は、すべて予算に計上しなければならない。 

    

（経 理） 

第１１条 この会の経費は、次の予算をもって活動する。 

    １ 会員の会費は年額 5,000 円とし、納入された会費は返金しないものとする。 

       尚、園児数変動などの園の状況、および保護者会活動における会運営状況、 

       社会情勢を鑑みて会費の見直しを行うこととする。 

    ２ 寄付金、その他の収支とする。 

    ３ 支出は、会長の支出命令による。 

    ４ 会費は、執行部が定める額を前期・後期に分けて納入。 

    但し、全納することも可とする。 

 

（会計年度）  

第１２条 この会の会計年度は、毎年４月１日から始まり、翌年３月３１日に終わる。 

     会計担当者は、出納に関する事務をその会計年度終了後１ヶ月以内に完了 

     しなければならない。 

   



 （余剰金の処理）  

第１３条 原則、子どもの教育・保育の公平性等を踏まえ、余剰金が残らないように活動を 

     実施するが、毎年度決算によって生じた余剰金は、翌年度に繰り越し財源に充当 

     するものとする。 

 

（監 査） 

第１４条 監事は、年１回３月末現在の会計帳簿を監査しなければならない。 

     また、その監査結果は会長へ報告すると伴に必要な措置を行わせることができる。 

 

 

付則 

この規約は、令和７年４月１日から適用する。 


